
本内容は、法令及び当社定款第16条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサ

イト（https://www.rockfield.co.jp/ir/library/meeting.html）に掲載することによ

り、株主の皆様に提供しております。
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支 払 額

当事業年度に係る報酬等の額 29百万円

当社及び子会社が支払うべき金銭その他財産上の利益の合計額 29百万円

会計監査人の状況

（１）会計監査人の名称

有限責任監査法人トーマツ

（２）当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

当事業年度に係る報酬等の額及び監査役会が同意した理由

（注）１. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の

額を区分しておらず、実質的にも区分できないため、報酬等の額には、これらの合計額を記載してお

ります。

２. 監査役会は、取締役会が提案する会計監査人の報酬等について、その内容の説明を受け妥当であると

判断し同意いたしました。

（３）会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める解任事由のいずれかに該当する

場合、監査役全員の同意に基づき会計監査人を解任いたします。

　また、監査役会は、会計監査人が会社計算規則第127条第２号に該当する場合または同条第４

号に定める体制が未整備の場合、会社法第344条の規定に基づき、株主総会に提出する会計監査

人の解任または不再任に関する議案の内容を監査役の過半数をもって決定いたします。
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　当社は、「ロック・フィールドの理念」「ロック・フィールドの価値観」に則り、食品に携

わる企業として健康で安心・安全な商品を提供するのはもちろん、法令や社会のルールを守

り、経済的、社会的、環境的、３つのバランスの取れた企業活動を行い、ステークホルダーか

ら信頼を得ることに努めます。

ロック・フィールドの理念

「私たちは、ＳＯＺＡＩへの情熱と自ら変革する行動力をもって、

豊かなライフスタイルの創造に貢献します。」

ロック・フィールドの価値観

「健康」「安心・安全」「美味しさ」「鮮度」「サービス」「環境」

会社の体制及び方針

【業務の適正を確保するための体制の決議の内容の概要】

　当社グループは、内部統制システムを構築、運用することが経営の重要な課題であると認識

し、取締役会において次のとおり基本方針を設けて、決議いたしております。

内部統制システム構築に関する基本方針

　当社は、法令・定款に適合し、適正に業務遂行をするために、内部統制システムを構築・

運用します。また、この内部統制システムは継続的な見直し、改善を行ってまいります。

（１）当社及び当社の子会社（以下「当社グループ」という）の取締役及び使用人の職務執行

が法令及び定款に適合することを確保するための体制

①企業経営者として豊富な経験と知見に基づき実践的な視点から取締役会の適切な意思決定と

経営監督のため、会社から独立した社外取締役を選任する。

②豊富な経験と知見を持ち、独立かつ中立の視点から取締役の職務執行を監査するため、取締

役から独立した社外監査役を選任する。

③当社グループは、取締役及び使用人の業務執行が法令及び定款に適合することを確保するた

め当社グループ全体の行動規範「ロック・フィールド行動規範」を制定し、法令順守、企業

倫理の徹底に取り組む。

④当社グループ取締役及び使用人に対し、「ロック・フィールド行動規範」の徹底と実践的運

用を行うため、必要な教育・研修を実施する。

⑤代表取締役を議長とし、取締役、執行役員、監査役、その他必要な人員を構成員とするコン

プライアンス委員会を設置する。

⑥職制を通じて報告、是正ができないコンプライアンス違反の情報確保のため、内部通報の窓

口を設置し、コンプライアンス違反の早期発見、早期是正、再発防止に努める。

⑦当社グループは、反社会的勢力・団体に対して、法令に則し毅然とした態度で臨み、一切の

関係を持たない。

⑧業務執行部門から独立した内部監査部門を設置し、各部門の業務プロセス等を監査し、不正

の発見、防止とプロセスの改善に努める。

⑨コンプライアンスに関する規程その他の取り組み状況について、ステークホルダー（お客

様、株主、投資家、社会等）に対して積極的に開示する。
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（２）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

①文書管理規程を制定し、次の文書（電磁的記録を含む）について関連資料とともに10年間保

管し、管理するものとする。

・株主総会議事録

・取締役会議事録

・計算書類

・稟議書

・その他取締役会が決定する文書

②前項に掲げる文書以外の文書についても、その重要度に応じて、保管期間、管理方法等を文

書管理規程で定めるものとする。

③取締役及び監査役は常時、これらの文書を閲覧できるものとする。

④代表取締役は、取締役及び使用人に対して、文書管理規程に従って文書の保存、管理を適正

に行うよう指導するものとする。

（３）損失の危険の管理に関する体制

①リスク管理の基本方針を定めた危機管理規程を制定し、当社グループに重大な影響を及ぼす

リスク全般の管理を行い、リスクの未然防止及びリスク発生時の被害の最小化、再発防止が

行える体制を整備する。

②リスクその他の重要情報の適時開示を果たすため、経営者に直ちに報告すべき重要情報の基

準の策定、報告された情報が開示すべきものかどうかを判断する開示基準を策定する。

③大規模な事故、災害、不祥事等が発生した場合は、必要な人員で構成する緊急事態対策本部

を設置する等、危機対応のためのマニュアル、組織を整備する。

（４）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

①当社グループの取締役及び使用人全員が共有する企業理念、価値観を定め、この浸透を図る

とともに、これらに基づき中期経営計画を策定する。

②取締役会は中期経営計画を具体化するため、毎期、部門ごとの業績目標と事業計画を設定す

る。設備投資、新規事業については、原則として中期経営計画の目標達成への貢献を基準に

その優先順位を決定する。同時に各部門への効率的な人的資源の分配を行う。

③各部門を担当する取締役、執行役員、部門長は、各部門が実施すべき具体的な施策及び権限

分配を含めた効率的な業務遂行体制を決定する。

④月次の業績は、ＩＴを積極的に活用したシステムにより、月次で迅速に管理会計データ化

し、担当取締役、部門長は取締役会に報告する。

⑤取締役会は、毎月、この結果をレビューし、担当取締役、部門長に目標未達成の原因の分

析、その要因を排除、低減する改善策を報告させる。

⑥⑤の議論をふまえ、各部門を担当する取締役、部門長は各部門が実施すべき具体的な施策及

び権限分配を含めた効率的な業務遂行体制を改善する。

（５）当社グループからなる企業集団における業務の適正を確保するための体制

①関係会社規程を制定し、子会社の管理部署、管理責任者を定める。

②管理責任者は、子会社に当社グループの企業理念、価値観及び行動規範の徹底が図れるよう

助言指導し、法令順守体制及びリスク管理体制を確保させるとともに、子会社と連携し、グ

ループ各社における内部統制の状況を把握し、必要に応じて改善等を指導する。

③子会社の経営責任者は、子会社の経営成績、財務状況その他重要な情報について当社への報

告を義務付ける。

④内部監査部門は子会社の内部監査を実施する。
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（６）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関

する事項及び当該使用人の取締役からの独立性に関する事項並びに当該使用人に対する

指示の実効性の確保に関する事項

①監査役よりその職務を補助すべき使用人の配置の求めがあった場合には、監査役と協議のう

え人選を行う。

②当該使用人の処遇、異動等の人事については、常勤監査役と事前に協議を行い、同意を得た

うえで決定する。

③当該使用人が他部署の使用人を兼務する場合には、監査役に係る業務を優先して従事するも

のとする。

（７）監査役への報告に関する体制並びに報告をした者が当該報告をしたことを理由として不

利益な扱いを受けないことを確保するための体制

①取締役及び使用人は、監査役から業務執行に関する事項の報告を求められた場合は、速やか

に報告しなければならない。

②取締役及び使用人は、監査役に対して、法令に違反する事実、会社に著しい損害を与えるお

それのある事実を発見したときには、当該事実に関する事項を速やかに報告しなければなら

ない。

③内部監査部門は、監査の結果を適時、適切な方法により監査役に報告する。

④内部通報制度による通報の状況については速やかに監査役に報告する。

⑤監査役への報告を行った取締役及び使用人に対し、当該報告を行ったことを理由として不利

益な扱いをしないものとする。

（８）監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

①監査役は、代表取締役と定期的に会合を持ち、適切な意思疎通及び効果的な監査業務の遂行

を図る。

②監査役は、内部監査部門と適宜意見交換を行うとともに連携して監査業務を遂行する。

③監査役は、重要な会議に出席できるとともに稟議書類等業務執行に係る重要な書類を閲覧

し、重要な意思決定の過程や業務の執行状況を把握する。

④監査役の職務遂行にあたり、監査役が必要と求めた場合は、弁護士、公認会計士等の外部専

門家と連携を図ることのできる環境を整備する。

⑤監査役が、その職務の遂行について費用の前払い等の請求をしたときは、担当部署で審議の

うえ、当該請求に係る費用または債務が当該監査役の職務の執行に必要でないと認められた

場合を除き、速やかに当該費用または債務を処理する。

（９）財務報告の適正性を確保するための体制

①代表取締役等は、適正な財務報告の作成が会社にとって最重要事項であることを取締役及び

使用人に認識させるため、会議等で指示、訓示等必要な意識付けを行う。

②各業務において行われる取引の発生から、各業務の会計システムを通じて財務諸表が作成さ

れるプロセスの中で、虚偽記載や誤りが生じる要点をチェックして、業務プロセスの中に不

正や誤りが生じないような内部統制システム、その他のシステムを構築、運用する。また、

その構築、運用のための横断的な組織を設ける。

③内部監査部門は、財務報告に係わる内部統制システムの構築、運用状況を監査し、監査結果

を代表取締役、担当取締役及び監査役に報告する。
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【業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要】

　当社は、上記の業務の適正を確保するための体制について、内部統制システムの整備及び運用

状況について継続的に調査を実施しており、取締役会にその内容を報告しております。調査の結

果判明した問題点につきましては、取締役・執行役員・監査役等からなる「コンプライアンス委

員会」で協議し是正措置を講じ、より適切な内部統制システムの構築・運用に努めております。

また、当社グループの全役員、使用人の行動指針として「ロック・フィールド行動規範」や「ロ

ック・フィールド　コンプライアンス・マニュアル」を制定するとともに、正社員に対して法

令、社会倫理、社内規則及び行動規範等についての研修を当事業年度中12回開催、社内パソコン

を使用する全従業員に対して個人情報や営業秘密等の取り扱いについてのＷＥＢ研修を当事業年

度中２回実施し、コンプライアンス意識の向上を図っております。併せて、経営陣から独立し匿

名性を担保した内部通報窓口を設置し、リスク及びコンプライアンス違反行為等の情報収集に努

めております。

　当事業年度におきましては、コンプライアンス委員会及び内部通報窓口の取締役会への報告内

容の検証の結果、重大なコンプライアンス違反に該当する案件はありません。
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株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

2021年５月１日残高 5,544 5,874 16,840 △190 28,068

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 △531 △531

親会社株主に帰属する
当期純利益

1,380 1,380

自己株式の処分 3 6 10

株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動額
（純額）

連結会計年度中の変動額合計 － 3 848 6 859

2022年４月30日残高 5,544 5,878 17,689 △183 28,927

その他の包括利益累計額

純資産合計その他有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

その他の包括利
益累計額合計

2021年５月１日残高 62 56 119 28,187

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 △531

親会社株主に帰属する
当期純利益

1,380

自己株式の処分 10

株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動額
（純額）

21 13 35 35

連結会計年度中の変動額合計 21 13 35 894

2022年４月30日残高 84 70 154 29,082

連結株主資本等変動計算書

（自2021年５月１日　至2022年４月30日）
（単位：百万円）

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）

１．連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社 ：１社　岩田（上海）餐飲管理有限公司

(2) 非連結子会社 ：１社　株式会社コウベデリカテッセン

　株式会社コウベデリカテッセンは、小規模であり、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合

う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼして

いないため、連結の範囲から除いております。

２．持分法の適用に関する事項

持分法を適用しない非連結子会社の名称

株式会社コウベデリカテッセン

持分法を適用していない理由

　持分法を適用していない非連結子会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持

分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ、全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。

３．連結子会社の決算日等に関する事項

　連結子会社の決算日は12月31日であり、連結計算書類の作成にあたっては2022年３月31日現在

で実施した仮決算に基づく計算書類を使用しております。ただし、連結決算日との間に生じた重

要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

４．会計方針に関する事項

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの‥‥時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等‥‥‥‥‥‥‥移動平均法による原価法

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法‥‥‥‥主として総平均法による原価法（貸借対照表価額に

ついては収益性の低下に基づく簿価切下げの方法に

より算定）

(3) 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く）‥‥主として定率法

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物

附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得

した建物附属設備及び構築物については、定額法を

採用しております。

主な耐用年数

建物及び構築物 ７年～50年

機械装置及び運搬具 ６年～10年
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無形固定資産（リース資産を除く）‥‥定額法

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内に

おける利用可能期間（５年）による定額法を採用し

ております。

リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引

に係るリース資産‥‥‥‥‥‥‥‥‥定額法（リース期間を耐用年数とし、残存価額を零

とする方法）

(4) 引当金の計上基準

貸倒引当金‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収の可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しております。

賞与引当金‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥従業員の賞与の支給に充てるため、支給期間に対応

した支給見込額を計上しております。

（5）収益及び費用の計上基準

　当社グループの事業はそうざいの製造及び販売であり、消費者及び百貨店、駅・駅ビルを顧客

とし、自社工場で製造した製品を顧客に販売することを履行義務としております。

　このような製品の販売については、製品の引渡時点又は検収時点において顧客が当該製品に対

する支配を獲得し、履行義務が充足されることから、製品の引渡時点又は検収時点において収益

を認識しております。

　ただし、製品の引渡時点の把握が困難であり、かつ、出荷時から製品の支配が顧客に移転され

る時までの期間が通常の期間である取引の場合には、出荷日の翌日に収益を認識しております。

　また、収益は顧客への販売価格から他社ポイント負担金を控除した金額で測定しており、取引

の対価は履行義務を充足してから概ね１ヶ月以内に受領しているため、重要な金融要素は含まれ

ておりません。

(6) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。なお、在外子会社の資産及び負債は、当該在外子会社の仮決算日の直物為

替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資

産の部における為替換算調整勘定に含めて表示しております。
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（会計方針の変更に関する注記）
（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基

準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財またはサービスの支配が顧客に

移転した時点で、当該財またはサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識すること

といたしました。これにより、従来販売費及び一般管理費として計上しておりました他社ポイント

負担金については、売上高から減額する方法に変更しております。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取

扱いに従っておりますが、当連結会計年度の期首の利益剰余金に与える影響はありません。

　また、当連結会計年度の売上高、販売費及び一般管理費についてはそれぞれ22百万円減少してお

りますが、営業利益、経常利益、税金等調整前当期純利益への影響はありません。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基

準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に

関する会計基準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに

従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を将来にわたって適用しております。

　これによる当連結会計年度に係る連結計算書類への影響はありません。

　また、「金融商品に関する注記」において、金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

等の注記を行っております。

（会計上の見積りに関する注記）

固定資産の減損損失

　会計上の見積りにより、当連結会計年度に係る連結計算書類に計上した有形固定資産14,844百万

円、無形固定資産222百万円及び投資その他の資産（その他）494百万円で翌連結会計年度に係る連

結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、店舗における資産のうち他の店舗に移設す

ることができないものであり、以下のとおりであります。

(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

建物及び構築物 453百万円

その他（投資その他の資産） 295百万円

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　当社グループは、減損損失の認識要否判断を一定の仮定を設定して算出した将来キャッシュ・

フローの見積りに基づいて行っております。

　固定資産減損の認識の判定に用いた見積りに関する仮定におきましては、将来の損益予測を基

礎としており、また、新型コロナウイルス感染症拡大の影響につきましては、コロナ禍を契機と

した市場環境の変化は継続するものの、今後は市中感染防止等を目的とした店舗の臨時休業は発

生しないものと仮定し、会計上の見積りを行っております。

　これらの見積りにおいて用いた仮定は、不確実性を有するものであり、今後、当社グループが

設定した仮定について見直しが必要となる場合、翌連結会計年度に係る連結計算書類に重要な影

響を及ぼす可能性があります。
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建物及び構築物 5,179百万円

土　　　　　地 1,195百万円

計 6,375百万円

長期借入金（１年内返済予定額を含む） 1,304百万円

決議 株式の種類
配当金の総
額(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2021年７月28日
定時株主総会

普通株式 292 11 2021年４月30日 2021年７月29日

2021年12月３日
取締役会

普通株式 239 9 2021年10月31日 2022年１月19日

計 531

（連結貸借対照表に関する注記）

１．担保に供している資産及び担保に係る債務

担保に供している資産

担保に係る債務

２．有形固定資産の減価償却累計額 18,786百万円

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）

１．当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

普通株式 26,788,748株

２．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

　2022年７月27日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり

提案する予定にしております。

①配当金の総額 824百万円

②１株当たり配当額 31円

③基準日 2022年４月30日

④効力発生日 2022年７月28日

　なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。
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連結貸借対照表計上額（※3） 時価（※3） 差額

(1) 投資有価証券（※2） 250 250 ―

(2) 差入保証金 632 625 △6

(3) 長期借入金（※4） （1,580） （1,579） 0

（金融商品に関する注記）
１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、設備投資計画に照らして、必要な資金を主に銀行借入で調達しております。

資金運用については安全性の高い銀行預金等に限定しており、投機的な取引は行わない方針であ

ります。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されておりますが、経理規程等社内規程に従

い、担当部署が主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を

確認することにより、リスクの低減を図っております。

　投資有価証券は主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒され

ております。当該リスクに関しては、定期的に時価や取引先企業の財務状況等を把握しておりま

す。

　差入保証金は主に店舗及び事業所用の土地・建物の賃借に伴うものであり、これらは貸主の信

用リスクに晒されておりますが、担当部署が貸主の信用状況を定期的に把握し、賃貸借期間を適

切に設定すること等によりリスクの低減を図っております。

　営業債務である買掛金、未払金及び未払費用はそのほとんどが１ヶ月以内の支払期日でありま

す。

　法人税、住民税及び事業税の未払額である未払法人税等はそのほぼ全てが２ヶ月以内に納付期

日の到来するものであります。

　長期借入金（１年内返済予定長期借入金を含む）の使途は主に設備投資資金であり、返済日は

最長で決算日後３年であります。

(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用す

ることにより、当該価額が変動することがあります。

２．金融商品の時価等に関する事項

　2022年４月30日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額に

ついては、次のとおりであります。

　　　　（単位：百万円）

（※1）「現金及び預金」、「売掛金」、「買掛金」、「未払金」、「未払費用」、「未払法人税

等」については、現金であること、及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するも

のであることから、記載を省略しております。
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区分 当連結会計年度（百万円）

(1) その他有価証券

非上場株式 5

(2) 非連結子会社株式 113

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券 250 ― ― 250

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

差入保証金 ― 625 ― 625

長期借入金 ― 1,579 ― 1,579

（※2）市場価格のない株式等は、「（1）投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の

連結貸借対照表計上額は以下のとおりであります。

（※3）負債に計上されているものについては、（　　）で示しております。

（※4）長期借入金には１年内返済予定長期借入金が含まれております。

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

　　　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の

　　３つのレベルに分類しております。

　　　レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成さ

れる当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定

した時価

　　　レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外

の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

　　　レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

　　　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプッ

　　トがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類

　　しております。

（1）時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産

（単位：百万円）

（2）時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

（単位：百万円）

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

　投資有価証券

　　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されるため、

　その時価をレベル１の時価に分類しております。
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１年以内
（百万円）

１年超５年以内
（百万円）

５年超10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

現金及び預金 14,524 ― ― ―

売掛金 4,223 ― ― ―

合計 18,748 ― ― ―

１年以内
（百万円）

１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

長期借入金 540 840 200 ―

ブランド別売上高

合計
ＲＦ１

グリーン・

グルメ
いとはん

神戸コロ

ッケ
融合

ベジテ

リア
その他

顧客との契

約から生じ

る収益

29,340 9,267 3,214 2,552 960 731 1,051 47,119

　差入保証金

　　差入保証金の時価は、契約期間及び過去の契約更新等並びに信用リスクを勘案し、その将来

　キャッシュ・フローを国債の利回り等の適切な利率で割り引いた現在価値により算定してお

　り、レベル２の時価に分類しております。

　長期借入金（１年内返済予定長期借入金を含む）

　　長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される

　利率で割り引いて算定しており、レベル２の時価に分類しております。

（注）１．金銭債権の連結決算日後の償還予定額

　差入保証金は、回収日が確定していないため、上表には記載しておりません。

（注）２．長期借入金の連結決算日後の返済予定額

（１株当たり情報に関する注記）

１株当たり純資産額 1,093円75銭

１株当たり当期純利益 51円92銭

（収益認識に関する注記）
１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　当社グループはそうざい事業の単一セグメントであるため、顧客との契約から生じる収益(全

て一時点で移転される財又はサービス)の分解情報については、以下のとおりブランド別に記載

しております。

（単位：百万円）

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

　収益を理解するための基礎となる情報は「４．会計方針に関する事項（5）収益及び費用の計

上基準」に記載のとおりであります。
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用途 種類 場所 件数 金額

店舗設備 建物及び構築物 東京都及び
大阪府

6件 71百万円

その他 17百万円

（減損損失に関する注記）

　当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しており

ます。

　当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す最小の単位として、出店取引先（百貨店・駅ビ

ル等）又は店舗を基礎として資産のグルーピングを行っております。ただし、処分・廃止の意思決

定をした資産については、個別にグルーピングを行っております。

　当連結会計年度において、営業活動から生ずる損益が継続してマイナスとなっているグループの

うち、回収可能価額が帳簿価額を下回る資産グループについて、帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。
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株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己
株式

株主資
本合計資本

準備金

その他
資本

剰余金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金
利益

剰余金
合計

配当
準備

積立金

別途
積立金

固定資産
圧縮

積立金

繰越利益
剰余金

2021年５月１日残高 5,544 5,861 13 5,874 179 100 6,396 274 9,947 16,896 △190 28,125

事業年度中の変動額

剰余金の配当 △531 △531 △531

当期純利益 1,387 1,387 1,387

自己株式の処分 3 3 6 10

固定資産圧縮積立金
の取崩

△30 30 ー ー

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額
（純額）

事業年度中の変動額合計 ー ー 3 3 ー ー ー △30 886 855 6 866

2022年４月30日残高 5,544 5,861 17 5,878 179 100 6,396 243 10,833 17,752 △183 28,991

評価・換算差額等

純資産
合計

その他
有価証券

評価差額金

評価・換算
差額等合計

2021年５月１日残高 62 62 28,187

事業年度中の変動額

剰余金の配当 △531

当期純利益 1,387

自己株式の処分 10

固定資産圧縮積立金
の取崩

ー

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額
（純額）

21 21 21

事業年度中の変動額合計 21 21 887

2022年４月30日残高 84 84 29,075

株主資本等変動計算書

（自2021年５月１日　至2022年４月30日）
（単位：百万円）

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１．資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥移動平均法による原価法

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの‥‥時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等‥‥‥‥‥‥‥移動平均法による原価法

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法‥‥‥‥主として総平均法による原価法（貸借対照表価額に

ついては収益性の低下に基づく簿価切下げの方法に

より算定）

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）‥‥‥定率法

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物

附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得

した建物附属設備及び構築物については、定額法を

採用しております。

　主な耐用年数

　建物 15年～50年

　構築物 ７年～50年

　機械及び装置 10年

　工具器具備品 ５年～６年

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）‥‥‥定額法

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内に

おける利用可能期間（５年）による定額法を採用し

ております。

(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引

に係るリース資産‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥定額法（リース期間を耐用年数とし、残存価額を零

とする方法）

３．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収の可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥従業員の賞与の支給に充てるため、支給期間に対応

した支給見込額を計上しております。
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４．収益及び費用の計上基準

　当社の事業はそうざいの製造及び販売であり、消費者及び百貨店、駅・駅ビルを顧客とし、自

社工場で製造した製品を顧客に販売することを履行義務としております。

　このような製品の販売については、製品の引渡時点又は検収時点において顧客が当該製品に対

する支配を獲得し、履行義務が充足されることから、製品の引渡時点又は検収時点において収益

を認識しております。

　ただし、製品の引渡時点の把握が困難であり、かつ、出荷時から製品の支配が顧客に移転され

る時までの期間が通常の期間である取引の場合には、出荷日の翌日に収益を認識しております。

　また、収益は顧客への販売価格から他社ポイント負担金を控除した金額で測定しており、取引

の対価は履行義務を充足してから概ね１ヶ月以内に受領しているため、重要な金融要素は含まれ

ておりません。

（会計方針の変更に関する注記）
（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基

準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財またはサービスの支配が顧客に移転

した時点で、当該財またはサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとい

たしました。これにより、従来販売費及び一般管理費として計上しておりました他社ポイント負担

金については、売上高から減額する方法に変更しております。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取

扱いに従っておりますが、当事業年度の期首の利益剰余金に与える影響はありません。

　また、当事業年度の売上高、販売費及び一般管理費についてはそれぞれ22百万円減少しておりま

すが、営業利益、経常利益、税引前当期純利益への影響はありません。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基

準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関す

る会計基準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従っ

て、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用しております。

　これによる、計算書類に与える影響はありません。

（会計上の見積りに関する注記）
固定資産の減損損失

　会計上の見積りにより、当事業年度に係る計算書類に計上した有形固定資産14,833百万円、無形

固定資産222百万円及び投資その他の資産（長期前払費用）384百万円で翌事業年度に係る計算書類

に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、店舗における資産のうち他の店舗に移設することが出

来ないものであり、以下のとおりであります。

(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

建物　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　453百万円

長期前払費用　　　　　　　　　　　　　　　　　　　291百万円

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　連結注記表に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。
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建　　　　　物 4,991百万円

構　　築　　物 188百万円

土　　　　　地 1,195百万円

計 6,375百万円

繰延税金資産

賞与引当金 221 百万円

未払事業税 48 百万円

未払費用 36 百万円

投資有価証券評価損 13 百万円

会員権評価損 21 百万円

固定資産 79 百万円

資産除去債務 51 百万円

関係会社出資金評価損 65 百万円

その他 47 百万円

　繰延税金資産小計 584 百万円

評価性引当額 △225 百万円

繰延税金資産合計 359 百万円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △24 百万円

固定資産圧縮積立金 △107 百万円

資産除去債務に対応する除去費用 △11 百万円

繰延税金負債合計 △143 百万円

繰延税金資産の純額 216 百万円

（貸借対照表に関する注記）

１．担保に供している資産及び担保に係る債務

(1) 担保に供している資産

(2) 担保に係る債務

長期借入金（１年内返済予定額を含む） 1,304百万円

２．有形固定資産の減価償却累計額 18,730百万円

３．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

長期金銭債権 8百万円

（株主資本等変動計算書に関する注記）

当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

普通株式 198,819株

（税効果会計に関する注記）
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
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（１株当たり情報に関する注記）

１株当たり純資産額 1,093円49銭

１株当たり当期純利益 52円18銭

（収益認識に関する注記）

　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報について、「連結注記表（収益認

識に関する注記）」に同一の内容を記載しておりますので注記を省略しております。
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